
令和７年度グレーターしまなみ・えひめ圏域サイクリング 

周遊促進支援事業費補助金交付要綱 

 
 （趣旨） 

第１条 グレーターしまなみ・えひめ推進協議会（以下「協議会」という。）は、愛媛

県補助金等交付規則（平成 18 年愛媛県規則第 17 号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内でグレーターしまな

み・えひめ圏域サイクリング周遊促進支援事業実施要領（以下「実施要領」という。）

第８条に規定するグレーターしまなみ・えひめ圏域サイクリング周遊促進支援事業費

補助金（以下「補助金」という。）を交付する。 

 

（交付の対象及び補助率）  

第２条 補助事業者に交付する補助金の交付対象は、補助事業者が行う補助事業を実施

するために必要な経費のうち、補助金交付の対象として協議会が必要と認める経費

（以下「補助対象経費」という。）について、予算の範囲内において交付する。 

２ 補助対象経費は、補助事業の実施期間（以下「事業実施期間」という。）内におい

て発生した経費とする。 

３ 対象事業メニュー、経費の区分、補助率及び補助上限額は、別表のとおりとする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「支援対象者」という。）は、補助金

交付申請書（様式第１号）を、別に定める期日までに会長に提出しなければならない。 

２ 補助金の交付決定前に事業に着手するときは、補助金交付決定前着手届書（様式第

２号）を、補助金交付申請書（様式第１号）に添えて会長に提出しなければならない。

ただし、この届出の受理は、補助事業として補助金を交付決定することを保証するも

のではない。 

 

 （補助金の交付決定） 

第４条 会長は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは、補助金の交付決定を行い、支援対象者に通知するものとする。 

２ 前項の場合において、会長は、必要があると認めるときは、条件を付することがあ

る。 

 

 （補助事業者） 

第５条 前条の規定により、補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

を補助金の交付対象者とする。 

 

 （補助事業の変更承認申請） 

第６条 補助事業者は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）

の内容を変更するとき、又は補助事業の各経費区分の配分を変更しようとするときは、

あらかじめ補助金に係る補助事業の内容(経費の配分)の変更承認申請書（様式第３

号）に関係書類を添えて会長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、

各経費区分の 20％以内の増減等の軽微な変更については、この限りでない。 

２ 会長は、前項の変更承認申請書を受理したときは、内容を審査し、適当と認めたと

きは、変更の承認を行い、当該補助事業者に通知するものとする。この場合において、

会長は、必要に応じ条件を付し、及びこれを変更することがある。 



 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第７条 補助事業者は、補助事業の中止又は廃止をしようとするときは、速やかに補助

金に係る補助事業の中止(廃止)承認申請書（様式第４号）を会長に提出し、その承認

を受けなければならない。 

２ 会長は、前項の承認申請書を受理したときは、内容を審査し、適当と認めたときは、

中止又は廃止の承認を行い、当該補助事業者に通知するものとする。この場合におい

て、会長は、必要に応じ条件を付し、及びこれを変更することがある。 

 

 （補助事業の状況報告） 

第８条 会長は、必要に応じて、補助事業の遂行状況について、補助金に係る補助事業

遂行状況報告書（様式第５号）を別に定める期日までに補助事業者に提出させること

ができる。 

 

 （補助事業の実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の中止又は廃止の承認を受

けたときを含む。）は、その日から 30日以内又は補助金の交付決定のあった日の属す

る年度の３月 31 日のいずれか早い日までに補助金に係る補助事業実績報告書（様式

第６号）に関係書類を添えて、会長に提出しなければならない。 

 

 （補助金の額の確定） 

第 10 条 会長は、前条に規定する報告書を受理したときは、その内容を審査し、必要

に応じて現地調査を行い、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、補助事業者に

通知するものとする。 

 

 （補助金の請求） 

第 11 条 前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、補助金を請

求しようとするときは、速やかに補助金精算払請求書（様式第７号）を、会長に提出

しなければならない。 

 

 （補助金の交付）  

第 12 条 会長は、前条の規定による精算払請求書を受理した場合は、補助金を交付す

るものとする。 

 

 （補助金の概算払）  

第 13 条 会長は、前２条の規定にかからず、補助事業の実施上必要があると認めたと

きは、補助金の全部又は一部を概算払することができる。 

２ 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、補助金概算払請求書（様

式第８号）に関係書類を添えて、会長に提出しなければならない。 

 

（補助金の目的外使用の禁止） 

第 14 条 補助事業者は、補助金を目的外に使用し、又は他の経費に流用してはならな

い。 

 

 （補助金の経理） 

第 15 条 補助事業者は、補助事業に係る経理についてその収支の事実を明確にした証



拠書類を整理し、これらの書類を補助事業が完了した日の属する会計年度の終了後５

年間保存しなければならない。 

 

 （財産の管理及び処分） 

第 16 条 補助事業者は、補助事業が完了した後も、補助事業により取得し、又は効用

の増加した機械等（以下「財産」という。）を善良な管理者の注意をもって管理する

とともに、補助金交付の目的に従ってその効果的な運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、財産処分制限期間以前に、当事業により取得し、又は効用が増加し

た財産を処分しようとするときは、あらかじめ、補助金に係る補助事業財産処分承認

申請書（様式第９号）を会長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、

当該財産の取得価格又は増加価格が 50万円未満のものはこの限りでない。 

３ 会長は、前項の承認に係る財産を処分したことにより、補助事業者に収入があった

ときは、その収入に相当する額の全部又は一部を協議会に納付させることがある。 

  

（報告等） 

第 17 条 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度に、補助金に係る事

業実施状況報告書（様式第 10 号）に別に定める書類を添えて会長に提出しなければ

ならない。 

２ 補助事業者は、前項の報告をした場合、その証拠となる書類を当該報告に係る会計

年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

 （遵守事項） 

第 18 条  その他、補助事業者は、実施要領第４条に規定する条件を遵守しなければな

らない。 

 

 （補助金の返還等） 

第 19 条 会長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助

金の交付決定を取り消し、又は既に交付している補助金の全部若しくは一部の返還を

命ずることがある。 

 (1) この要綱に違反したとき 

 (2) この要綱により会長に提出した書類に虚偽の記載があったとき 

 (3)  補助金交付の条件に違反したとき  

 (4) 補助事業の実施について不正行為があったとき 

 (5)  財産処分制限期間内に、補助事業により取得した財産を処分したとき 

 

（その他） 

第 20 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し、必要な事項は別に定め

る。 

 

   附 則 

  この要綱は、令和７年６月 24日から施行する。 



別表（第２条関係） 

対象事業メニュー 補助対象経費区分 補助率 補助上限額 

① サイクリング周遊

促進に向けた基盤

整備事業 

設備・備品費、委託費、

需用費、役務費、その

他の経費 

対象経費の 

２分の１以内 
７００千円 

② サイクリングと二

次交通機関を組み

合わせたツアー開

催事業 

使用料及び賃借料、委

託費、広報宣伝費、需

用費、役務費、その他

の経費 

対象経費の 

２分の１以内 
２００千円 

 


